


































































































































































































































1960 155 一 一 433 一 97 275 253 89477
1970 272386 959 916 77 195 382195 112 1，967
1980 1，643 2，325 5，624，862 491 6931，787 675 3079，146
1990 5，893 7，87013，11113，819 590 1，528 2，409714 34224，273
199611，422 12，683 24，42430，089 1，155 3，024 4，6851，152 67136，555
1998 6，90811，958 24，892 26，710436 1，895 3，199868 77030，120
1960 5．5 一 一 15．4 9．8 3．5 ｝ 9．0 3．2 17．0
1970 5．4 7．6 19．0 18．1 7．6 3．8 1．5 3．9 2．2 39．0
1980 13．4 19．0 46．0 58．4 14．6 6．2 4．3 4．6 3．1 92．2
1990 25．7 34．2 57．060．0 10．5 6．6 2．6 3．1 1．5 105．6
1996 39．5 43．9 84．6104．2 4．0 10．5 16．2 40 23 126．6
































































タイ 2，336 3，746 6，941 5，718
インドネシア 6，194 4，677 一356 一1，519（第1～第3四半期）
韓国 2，326 2，844 5，415 3，443（第1～第3四半期）
マレーシア 5，078 5，106 3，727 n．a．（第1～第3四半期）

















韓国 192．3 564．9 963．8 4059．1
タイ 190．5 267．4 725．5 3776．2
フィリピン 1260．8 516．4 4164．0 2027．8
マレーシア 325．1 1069．1 473．2 1132．5
インドネシア 860．8 592．5989．5 6848
（資料）IFR　Securities　DATA社データにより作成。
（出所）青木健・馬田啓一編前掲書，142ページ。
　「まず，金融部門でのM＆Aが活発だったことである。通貨経済危機国では，不良債権の増
加，銀行の経営破綻など金融危機が深刻化し，各国では不良債権の資産管理会社への移管，公
的資金の注入に加え，金融機関の再編を進めており，外資への売却や外資の経営参加がその重
要な手法となっている。タイでは，1998年にオランダのABNアムロ銀行がアジア銀行を買収
し，1999年にイギリスのスタンダードチャータード銀行がラタナシン銀行を買収した。スタン
ダードチャータード銀行は，インドネシアでもバリ銀行へ出資を決定している。韓国ではドイ
ツのコメルツ銀行が外換銀行，アメリカのゴールドマンサックスが国民銀行に出資しており，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ニューブリッジキャピタルによる第一銀行の買収交渉が続けられている。」
　この金融部門につづいて，小売部門への進出，石油化学，製油所，電子部品部門などへ，M＆
Aを中心にしながら欧米系企業の進出が活発になっている。こうした傾向は，民族系企業が通貨
危機によってきわめて経営困難におちいっていることによって，より有利になった外国資本の
立場を利用したものであると同時に，経営の近代化，効率化，といったアジア経済のかかえて
いた課題の解決にも通じるものとして積極的に受入れられているのである。
　このようにみてくると，アジアにおける資本主義市場経済化の過程は，通貨経済危機を契機
にいっきょに加速されていると同時に，それを促進している主体が先進諸国資本，とくに欧米
の独占資本の広範囲にわたる進出によって実現しているのである。そして注目しなければなら
ないことは，第1に金融部門に進出して，先進諸国通貨によって，金融市場での支配的地位を
確立しつつあるということである。すでにとりあげたように，途上国通貨の価値はきわめて不
安定で，国際的不均衡の発生にさらされているが，貿易への依存度は，他方で輸出指向工業化
a3）石川幸一論文，同上書，143～144ページ。
（145）　　　　　　　　グローバリゼーション下のアジア途上国経済の課題　　　　　　　　　145
とともに高まるのであるから，先進国の金融資本にとっては，途上国の金融市場を支配するこ
とが，益々容易になってきている。第2には，民族的資本の育成分野とされていたサポート・
インダストリーや商業・流通部門にも外国の直接投資がおこなわれ，金融部門からの支援もう
けつつあるということである。第3は，このような傾向は，グローバリゼーションの一環とし
て肯定的にとらえられているということである。
（5）
　東アジアで1990年代後半の時期におこっていることの重大さは，現象面における通貨危機に
あるというよりは，この危機を通じて加速化された，各国資本主義の発展形態にあるように思
われる。各国における資本主義の発達は，通貨危機にもかかわらず促進されたというところに
注目しなければならないのである。すなわち，国民経済としての資本主義の発達を捉えようと
すれば，国民通貨の危機は，国民経済の資本主義的発展のためにその価値を保全し，投資や企
業の活動を保証するという機能をもった貨幣の働きが制限されるということを意味しているの
であるから，各国経済の状況にかげりや停滞があらわれ，後退をも含めて，不安定な期間が続
くと思われる。
　しかしながら，経済の後退局面はインドネシアを除いて，それ程長くつづかず，1999年には
回復にむかっているし，輸出の数量指数などをみるかぎり，大きな後退はなかったのではない
かと思われるのである。国民通貨の価値の動揺及び大幅な切下げは経済に混乱を生じ，経済活
動の停止へとすすんだ。しかしながら，その下げどまりが明確になると，すでにみてきたよう
に，広い範囲にわたって外国資本の活動が活発に展開されている。
　「通貨危機に見舞われた諸国で回復が始まったのは，韓国が98年10～12月期からと最も早く，
続いて99年前半にフィリピン，マレーシア，タイが回復し始めた。しかしインドネシアで回復
が始まったのは99年後半からである。99年の実質GDP成長率をみると，韓国が前年比10．7％と
最も高く，マレーシア（同5．4％），タイ（同4．2％）が続いている。フィリピンでは農業生産の
回復により前年比3．2％と低い伸びながらも危機前のトレンドに戻りつつある。インドネシアで
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（14は回復の時期が遅れたこともあり前年比0．2％にとどまった。」
　こうして各国は，「危機前のトレンドに戻った」のである，というよりもいっそうきわだっ
て，外国資本の活動に依拠することによって，経済の回復局面をはやくもむかえることになっ
たのである。この局面をつくりだした要因は，輸出の増加にあった。電子・電気機器の輸出が
大幅に伸びて，輸出総額の増加をもたらしている。こうして，1999年の輸出額はNIEsで5．2％の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（15）増加，ASEANでは10．0％の増加となったのである。この輸出の回復・増加に導かれて，在庫調
整，消費需要拡大といった内需の回復がおこり，回復局面へと移行していったのものとみられ
（14　経済企画庁調査局編「アジア経済2000」大蔵省印刷局，2000年，13ページ。
（15）同上書，20ページ。
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ている。
　この輸出の増加が，電気・電子機器の輸出の増加によってもたらされているということ，そ
してその輸出先が，アメリカ，日本，NIEsにあることがわかる。すなわち，中国を含めたアジ
ア域内市場とアメリカ市場が大きな役割を果したということであり，アジアの通貨危機国の回
復を支えたのは外国資本によってこれらの国々の電気・電子産業の競争力が強化されたことに
よるものであった。
　「最近の東アジア諸国においては株価の上昇が続いている。また，通貨が安定したのと相侯
って消費，輸出および工業生産に回復の兆しが見られる。この株価の上昇と通貨の安定の背後
には，アジア通貨・経済危機で流出した外資が戻ってきたという事情がある。他方，国際資本
移動に関してはG7蔵相会議で合意に達したもののその効果は限定的であるとの受けとめ方が
一般的である。規制の効果が限定的である状態での東アジア諸国への資本の再流入は，東アジ
ア経済の「回復への道」に繋がると楽観視するよりは，「もと来た道」へつまりアジア通貨・経
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（16｝済危機の再燃の可能性を秘めていると危惧せざるをえない。」
　東アジア諸国経済の好転した局面をどうとらえるか。西口氏は「もと来た道」への回帰であ
って，この危機からの教訓は生かされず，外資への規制緩和はいっそうすすみ，あらたな通貨・
経済危機の可能性は高いと指摘している。しかし，その後の外国資本の活動は，「もと来た道」
をこえて，「新たな道」へと進んでいるように思える。通貨・経済危機を契機に，東アジアにお
ける資本主義市場経済の発展は，一段と速度をまし，その中核がますます外国資本によって占
められてきていることは，すでにみてきたとおりである。
　このようにして，財閥が中心になって資本主義的発展をとげていた韓国においても，コメル
ツ銀行（独），ゴールドマンサンックス（米），ニューブリッジキャピタル（米）などが銀行の
買収にのりだし，金融拠点をつくりつつあり，ボルボ（スウェーデン），フィリップス（蘭），
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　aηフェアチャイルド（米）の電子・電気部門への進出もみられる。このような方向は，たしかに
グローバリゼーションの一環として把握すれば，当然のことではあるが，先進国相互間におけ
る多国籍企業の相互進出とは異なった意味をもつものとして認識する必要があるように思う。
　さらにASEAN諸国については，　ASEANという経済協力組織がどのような役割をはたしつ
つあるのかということに注目しておかなければならない。1976年の第1回首脳会議以後，
ASEANは経済協力組織として機能しはじめ現在にいたっているが，1987年と1997年，1998年と
いった節目があるように思う。1976年の「協和宣言」にみられるように，域内の貿易自由化を
基礎に輸入代替工業化をすすめようとするものであったが，この過程はあまり成果を上げられ
ず，1987年の第3回首脳会議によって，輸出指向工業化を促進するための経済協力を目指すこ
ととなり，貿易の自由化をテコにした地域市場圏の形成は，企業内や工程間の分業を促進する
q6）西口清勝「アジアの通貨・経済危機」（「経済理論学会年報第36集」青木書店，1999年，238ペー
　ジ）
a7）富士総合研究所国際調査部「アジア経済2000」中央経済社，2000年，119ページ。
（147）　　　　　　　　グローバリゼーション下のアジア途上国経済の課題　　　　　　　　　147
　　　　　　　　　　　　　　　　0田ためのものへと変質したのである。
　ASEANはこうした多国籍企業主導の輸出指向工業化による経済発展を目指し，そのための
地域経済圏をつくりあげるものとして機能することとなった。1997年，通貨危機のなかで開か
れたクアラルンプールでの非公式サミットでは「ビジョン2020」が採択された。しかし，それ
は「①AFTAを2003年までに完全実施する。②AIAを域内では2010年，域外に対しては2020年
までに実現し投資の自由化を行う。③貿易と投資の自由化により2020年までに「ASEAN共同
体」を実現する，という野心的なものであった。が，肝心のアジア通貨・金融危機に対して有
　　　　　　　　　　　　　　　　　　ag）効な対応策を打ち出すことはできない」という状態で，翌年の第6回ASEAN首脳会議で，「緊
急経済対策」が決定されることとなった。
　すなわち，先進諸国が，貿易・資本の自由化をテコに共同体を形成していくことと同様に，
発展途上諸国において，自由化の促進が共同市場を，さらに国内市場のような統合された市場
に発展させていくことが，はたして経済共同体，換言すれば，規模を拡大した「国民経済」へ
と組織化していくことができるのであろうか。
　ASEANの自由貿易地域への動きは，共通有効特恵関税（CEFT）の導入とAFTA創設からは
じまる。CEFTの内容はASEAN諸国製品の域内取引を，最高税率20％にし，最終的にはゼロに
しようとするものである。これは貿易自由化を促進し，さらにBBCスキームにみられるように
域内に工程間分業を積極的に導入しようとするものである。こうした方法での貿易自由化は，
域外に対する輸出を促進しようとする各国の輸出指向工業化をすすめるための外資導入と結び
つき，しかもその速度は，通貨危機をきっかけに加速されたわけであるから，多国籍企業によ
るASEAN全域の資本主義的市場経済の発展が実現し，それが「ASEAN共同体」の内容だとい
うことになってしまうのではないのだろうか。このように考察していくと，各国国民経済が多
　　　　　　　　　　　　　　⑫口）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　…　　　　。　・　・　…
国籍企業による「分工場」経済化していくようにもみられるし，どのような資本主義として発
達していくのか，研究課題として依然としてのこっているように思われる。
（18＞西口清勝「東南アジアの域内経済強力」（北原淳，西口清勝，藤田和子，米倉昭夫共著「東南ア
　ジアの経済」世界思想社，2000年）及び，拙稿「ASEANにおける経済協力の内容と問題点」（「ア
　ジアアフリカ経済特報」1977年7月号）参照。
α9）西口他著，同上書，62ページ。
⑳　　「分工場経済の広汎な影響はこれだけにとどまらない。国の経済政策が，他の国で決められた
　ルールの枠内で分工場経済を管理するものに退化してしまう。」（メルビル・H・ワトキンス「カナ
　ダが犯した失敗」米国議会合同経済委員会編，藤原・丹下訳「多国籍企業の将来」サイマル出版
　会，1972年，201ページ）。
